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Ａ．研究目的

現在、日本においては、体制整備が行われた5

類型医療施設以外が脳死下臓器提供施設となる

ことはできない。さらに、これらの施設以外に

おいて脳死が疑われる状態となっても、臓器提

供を目的としての転院搬送は控えるべきである

ことが示されている。

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指

針（ガイドライン）平成29年12月26日一部改正

臓器提供施設に関する事項

法に基づく脳死した者の身体からの臓器提供に

ついては、当面、次のいずれの条件をも満たす

施設に限定すること。

１ 臓器摘出の場を提供する等のために必要な

脳死した者の身体からの臓器摘出を行うことに

関して合意が得られていること。なお、その際、

施設内の倫理委員会等の委員会で臓器提供に関

して承認が行われていること。

２ 適正な脳死判定を行う体制があること。

３ 救急医療等の関連分野において、高度の医療

を行う次のいずれかの施設であること。

・大学附属病院

・日本救急医学会の指導医指定施設

・日本脳神経外科学会の基幹施設又は連携施設

・救命救急センターとして認定された施設

・日本小児総合医療施設協議会の会員施設

臓器提供手続に係る質疑応答集（平成27年9月改

訂版）

体制が確保されており、当該施設全体について、 問５ 臓器提供施設以外で脳死が疑われる状態

研究要旨：

現在、日本における脳死下臓器提供では、体制が整備された5類型医療施設以外が提供施設とな

ることはできない。また、これらの施設以外において脳死が疑われる状態となっても、臓器提供を

目的とした患者の転院搬送は控えるべきとされている。一方、脳死下臓器提供の希望者の「臓器を

提供する権利」を尊重するため、脳死判定・脳死下臓器提供を目的とした患者の転院搬送を一律に

控えるべきとされている現在の運用の見直しが検討されている。

本研究においては、臓器提供施設として必要な体制を整えることができない5類型施設から、あ

るいは体制を整えている5類型施設における不可避の状況において、脳死下臓器提供を目的とした

転院搬送のための施設連携体制のためのネットワークを構築し、稼動に向けた課題を抽出すること

を目的とした。

方法と結果：脳死判定・脳死下臓器提供を目的とした患者の転院搬送のために、行政担当部署およ

び宮城県内関連施設によるネットワークを整備した。また、臓器提供施設として必要な体制を整え

ることができない5類型施設からの転院搬送シミュレーションにより、課題抽出を行った。当該施

設における治療に関する連携体制構築事業拠点施設との連携強化をすること、JOTコーディネータ

ーの転院前早期からの関与を可能とすること、窓口となる担当者を明確にすること、病態評価も含

めた転院搬送を考慮すること、転院搬送の前段階としての連携事業によるサポートとシミュレーシ

ョンも含めた連携と支援体制が必要であることが確認された。

結論：地域医療体制に応じた臓器提供施設連携体制構築は、これからの移植医療に重要なひとつの

基盤となるものと思われる。本研究成果は、今後の全国におけるモデルケースとなるものと考え

る。
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小児の脳死下臓器提供を行う体制が整備されて

いない臓器提供施設から、体制が整備された臓

器提供施設へ小児患者を搬送することは、認め

られるのか。

答１．移植医療が国民の理解を得つつ望ましい

形で定着していくためには、脳死下での臓器提

供は、生前に可能な限り高度な救急医療等を受

けたにもかかわらず不幸にして脳死となった方

について、確実に脳死と判定された場合に行わ

れる必要があることから、ガイドライン第４に

おいて、当面、これらの条件を満たす一定の施

設に限定されている。したがって、脳死下での

臓器提供のみを目的として、その体制が整備さ

控えるべきである。

２．ただし、患者の救命治療を目的としたいわ

ゆる高次の医療施設への搬送は、日常救急医療

でも行われており、これを否定するものではな

い。

３．また、臓器提供施設で法的脳死判定が終了

した後において、次の要件をすべて満たす場合

に限り、手術室の効率的活用等の観点から、臓

器摘出のために他の臓器提供施設へ患者の搬送

を行うことは差し支えない。なお、その場合に

は、具体的な搬送の手続等を含めた臓器摘出時

における協力について、事前に両施設間で協定

等が結ばれていることが望ましい。

① 搬送先も臓器提供施設であること

② 両施設が同一の建物内又は敷地内に存在し

ており、かつ、搬送が当該患者の容態に悪影響

を及ぼさないと判断できる場合であること

問６ 脳死下での臓器提供を目的として臓器提

供施設までドナー候補者を搬送することは、臓

器提供の意思を尊重するという観点からは認め

るべきであると考えるが、今後、どの時期に又

はどのような条件が整えば可能となるのか。

答 質問の点については、今後、臓器移植の普及

や脳死・臓器移植についての国民全体の理解の

状況を見極めつつ、臓器提供施設の在り方の中

で検討される必要があると考えている。

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法

となった患者を臓器提供施設へ搬送することや、 律施行より10年以上が経過し、脳死下臓器提供

の希望者の「臓器を提供する権利」を尊重する

ため、脳死判定・脳死下臓器提供を目的とした

患者の転院搬送を一律に控えるべきとされてい

る現在の運用の見直しが積極的に検討されてい

る。

令和３年６月25日 厚生科学審議会疾病対策

部会臓器移植委員会委員長より、“脳死判定・脳

死下臓器提供を目的とした患者の転院搬送につ

いて（依頼）”が示された。“現在、厚生科学審議

会疾病対策部会臓器移植委員会において、臓器

の移植に関する法律の一部を改正する法律（平

成21年法律第83号）の施行より10年が経過した

ことを踏まえ、施策の見直しの議論を行ってい

れている臓器提供施設へ患者を搬送することは、 るところです。……脳死下臓器提供の希望者の

「臓器を提供する権利」を尊重するため、脳死

判定･脳死下臓器提供を目的とした患者の転院

搬送を一律に控えるべきとされている現在の運

用の見直しを検討するべきであり、その際の留

意点等についてご検討をお願いしたいというこ

ととなりました。”と記されており、見直しが進

められている。

本人あるいは家族の脳死下臓器提供への意思

が明確であるとき

 脳死が疑われる状態となった患者を

 脳死下臓器提供を目的として

 いわゆる5類型医療施設以外、あるいは、5

類型医療施設であっても必要な体制整備が

困難な施設から

 搬送に伴うリスクを家族および医療者が十

分に認識し、かつ回避対策を講じた上

 体制が整備されている臓器提供施設へ患者

を搬送する

に関して、地域医療体制の整備と実働に向けた

課題抽出が必要であると思われる。

本研究においては、臓器提供施設として必要

な体制を整えることができない5類型施設、ある

いは体制を整えている5類型施設における不可

避の状況において、脳死下臓器提供を目的とし

た転院搬送のための施設連携体制のためのネッ

トワークを構築し、稼動に向けた課題を抽出す

ることを目的とした。

Ｂ．研究方法
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脳死判定・脳死下臓器提供を目的とした患者

の転院搬送のために、行政担当部署および宮城

県内関連施設によるネットワークを整備した。

また、臓器提供施設として必要な体制を整え

ることができない5類型施設からの転院搬送シ

ミュレーションにより、課題抽出を行った。

シミュレーションの設定を以下に示す。

【テーマ】臓器提供目的の患者搬送での各病院

の業務、連携の確認

【シナリオ】体制の整備できていない5類型施設

において、「法的脳死判定をしたならば脳死と

されうる状態（以下脳死とされうる状態）」を満

たすと考えられる状況となったと想定する。

 本人の保険証より脳死下臓器提供意思を確

認される。



脳死判定に必要な脳波の測定が困難な状況

である。



【患者情報】46歳 男性 交通外傷

家族：妻、高校生の長男と同居。長女は社会人で

県外在住。近隣市内に70歳代の両親在住。

【方法】 厚生労働省臓器移植委員会の示す「脳

場面想定を行う。

―場面①

交通外傷により救急搬送・救命治療

最善の救命治療（救急外来→脳外科、手術適

応なし、救命救急センター病棟入室）

―場面②

脳死とされうる状態の判断と臓器提供施設連携

体制構築事業拠点施設への報告がされる。

脳神経外科、救急科にて標準的治療がなされ

たものの、3病日に脳死とされうる状態、と診断

される。

入院時提出の本人保険証を確認すると、本人

の臓器提供意思が記載されており、今後の進行

について院内コーディネーターに相談される。

院内コーディネーターより連携体制構築事業拠

点施設担当コーディネーターに情報提供がなさ

れる。

＜確認事項＞

・JOTコーディネーターへの連絡はどのタイミ

ングで誰が？

・どの職種の院内コーディネーターが窓口にな

るか？

・連携体制構築事業拠点施設の窓口はだれ？

・家族へのオプション提示のタイミングは？

―場面③ 除外基準の確認

・当該施設と連携体制構築事業拠点施設スタッ

フによる確認と共有

・必要に応じ、連携体制構築事業拠点施設から

のスタッフ派遣

＜確認事項＞

・ドナー適応基準はレシピエント側の移植コー

ディネーターが行うべきではないのか？

同院では、これまでに臓器提供経験がなく、 ・派遣スタッフの職種は？

―場面④ 家族へのオプション提示

・当該施設の主診療科医師により、患者家族に

脳死とされうる状態と診断されたことを説明す

る。主診療科医師および同席院内コーディネー

ターは、以後の方針として臓器提供の選択肢が

あることを提示する。

・当該施設院内コーディネーターあるいはメデ

死判定目的の転院搬送の連携フロー」に準じて、 ィエーターは、臓器提供の有無に関わらず患者

家族の支援を行う。

（家族の回答を急かさない。即答された場合で

も以降の進行には少し時間をおく。詳細を聞い

てから決めたい場合には、JOTコーディネータ

ーからの説明が可能なことも説明する）。

・臓器提供を希望された場合、当該施設では法

的脳死判定が困難であること、脳死判定および

臓器提供には転院する必要があること、脳死判

定の結果脳死でないと診断される可能性があり、

その際は再転院となる可能性があることを説明

する。

＜確認事項＞

・JOTコーディネーターは転院搬送前からの関

与が可能か？

―場面⑤ 臓器提供目的での転院方針の決定

・担当医または当該施設院内コーディネータ
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ーは当該施設病院長または代行者に情報提供を

行い、脳死下臓器提供のための転院搬送の妥当

性を諮問する。病院長は関係各所と協議し承認

する。

＜確認事項＞

・当該施設に臨床倫理委員会の組織がなくて

も許容されるか？

―場面⑥ 転送判断

＜確認事項＞

・連絡ルート（web会議）

・移植検討委員会開催の有無

・関係者確認（救急科医師・病棟課長・手術室課

長・脳死判定委員会・麻酔科医・その他）

―場面⑦ 患者状態の把握・評価（連携体制構

築事業拠点施設）

＜確認事項＞

・評価方法（診療情報提供書、画像所見、検査デ

ータ等に加え現地評価の必要性）

・評価の結果、搬送及び提供に進むことができ

ないと判断された場合の家族説明とフォロー体

制

―場面⑧ 転送同意書の取得

・転送同意書については転院搬送に付きそう医

療チームが説明、同意取得する。

＜確認事項＞

・面談設定（同席者等）

・転送同意書の書式

・同意書の保管について

―場面⑨ 転院搬送

＜確認事項＞

・転院搬送方法（救急車の手配等）

・移送費用の請求先

・病棟調整

―場面⑩ 患者再評価

・連携体制構築事業拠点施設転院後、改めて診

療科として脳死とされうる状態であることの確

認を行い、カルテに記録する。

以降、連携体制構築事業拠点施設の脳死下臓

器提供マニュアルに準じて症例進行としていく。

Ｃ．研究結果

宮城県地域移植医療推進会議における議論に

より、県内5類型15施設中10施設によるネット

ワーク整備を行った。日本小児総合医療施設協

議会の会員施設も含むが、本ネットワークへは

参画していない。

本ネットワークの運用に関する要件、体制、

検証に関して、資料として記す。

シミュレーションからの課題抽出

場面① 当該施設における診療：

コメント：

当該施設における治療を医学的に最善と思わな

い家族がいる可能性があり、治療内容と病態に

関する連携体制構築事業拠点施設との連携を必

須としたい。

場面② 脳死とされうる状態の判断と臓器提供

施設連携体制構築事業拠点施設への報告

コメント：

・JOTコーディネーターの転院前早期からの関

与が望まれる。

・両施設における窓口となる担当者を明確にし

ておく必要がある。

・臨床的脳死判定が困難な状況であることも考

えられるため、病態評価も含めた転院搬送の考

慮が必要と思われる。

場面③ 除外基準の確認

コメント

・法的脳死下臓器提供における除外基準や臨床

的脳死判定を適切に把握には、転院搬送の前段

階としての連携事業によるサポートが必要であ

る。シミュレーションも含めて、法的脳死判定

未経験施設のため、連携と支援体制が必要であ

る。

場面④ オプション提示

コメント

・JOTコーディネーターの早期からの関与が望

まれる。

場面⑤ 臓器提供目的での転院方針の決定
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コメント

・臨床倫理委員会による判断を必須とはしない

が、事前に院内における組織構築と共有体制整

備が必要である。

場面⑥ 以降は次年度の課題とした。

Ｄ．考察

現在の示されている「臓器の移植に関する法

律」の運用に関する指針（ガイドライン）- 平

成29年12月26日一部改正 には、臓器提供施設

へ患者を搬送することの可否は明記されていな

い。しかし、臓器提供手続に係る質疑応答集（平

成27年9月改訂版）において、“脳死下での臓器

提供のみを目的として、その体制が整備されて

いる臓器提供施設へ患者を搬送することは、控

えるべきである。”と明確に記されていることか

ら、これまでは実施されていない。

今回、 臓器提供施設として必要な体制を整え

ることができない5類型施設、あるいは体制を整

えている5類型施設における不可避の状況にお

いて、脳死下臓器提供を目的とした転院搬送の

ための施設連携体制のためのネットワークを構

築し、稼動に向けた課題を抽出した。

現在、脳死下臓器提供の体制整備が困難であ

る５類型施設が一定数存在している。そのよう

脳死下臓器提供の希望者の「臓器を提供する権

利」を尊重できない。脳死下臓器提供の希望者

の「臓器を提供する権利」を尊重するため、脳

死判定・脳死下臓器提供を目的とした患者の転

院搬送を一律に控えるべきとされる運用の見直

しが検討されている。

厚生科学審議会疾病対策部会臓器移植委員会

の議論に基づく、脳死判定目的の転院搬送に関

する作業班からの見解も下記のように提示され

ている。

 転院搬送元も転院搬送先も５類型施設に限

ること

 患者状態について：脳死とされうる状態の

診断について、搬送元及び搬送先施設スタ

ッフの間で共通認識が持たれており、搬送

元施設において、脳死とされうる状態の診

断がなされていること

 当該患者の全身状態について：「脳死移植

のドナー候補となる患者の転送が可能な状

態か否かの判定基準」を参考とし、転院搬

送が可能であるか搬送元及び搬送先施設ス

タッフで判断すること

 同意取得について：本人又は家族の臓器提

供の意思の確認が必須であり、同意取得に

際しての説明には、搬送中の危険性がある

こと; 法的脳死判定の項目を満たさない等

の医学的理由等により搬送後に臓器提供が

行えない可能性や心停止後臓器提供へ移行

する可能性があること; 搬送先スタッフに

引き継いだ時点で主治医が交替となること

 搬送体制について：搬送元施設と搬送先施

設との間において、連携体制を構築した施

設間のみの搬送とするため事前の体制構築

が必要であること

宮城県臓器提供施設連携ネットワークはこれ

らの要件を備えるとともに、今後のモデルとな

る活動となるものと思われる。

シミュレーションにおいて、以下の課題が抽

出された。

 当該施設における治療に関する連携体制構

築事業拠点施設との連携強化をすること

 JOTコーディネーターの転院前早期からの

関与を可能とすること

な施設及び５類型に該当しない施設においては、  両施設における窓口となる担当者を明確に

すること

 臨床的脳死判定が困難な状況であることも

考えられるため、病態評価も含めた転院搬

送を考慮すること

 法的脳死下臓器提供における除外基準や臨

床的脳死判定を適切に把握には、転院搬送

の前段階としての連携事業によるサポート

が必要であり、シミュレーションも含めて、

法的脳死判定未経験施設のため、連携と支

援体制が必要であること

 臨床倫理委員会による判断を必須とはしな

いが、事前に院内における組織構築と共有

体制整備が必要であること

モデル的活動による知見として、今後の展開

に寄与することが期待できるものと思われる。

Ｅ．結論
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本人あるいは家族の脳死下臓器提供への意思

が明確であるとき

 脳死が疑われる状態となった患者を

 脳死下臓器提供を目的として

 5類型医療施設以外、あるいは5類型医療施

設であっても必体制整備が困難な施設から

 搬送に伴うリスクを家族および医療者が十

分に認識し、かつ回避対策を講じた上

 体制が整備されている臓器提供施設へ患者

を搬送する

に関して、地域連携体制整備、患者家族からの

同意取得における留意等、適切な準備を手続き

に基づき、本取り組みが行われる必要があるも

のと思われる。

一定の要件下における地域医療体制に応じた

臓器提供施設連携体制構築は、これからの移植

医療に重要な基盤となるものと考える。

Ｆ．健康危険情報

なし

Ｇ．研究発表

1. 論文発表

なし

2. 学会発表

･古川 宗、藤田基生、久志本成樹. 脳死下臓

器提供を目的とする5類型施設間の患者搬

送実現に向けて 〜宮城県臓器提供施設連

携ネットワーク構想〜. 第51回日本救急医

学会学術集会. 2022年11月28〜30日. 東京

・久志本成樹. わたくしたちの“日本の移植医

療“へ. ばんたね病院臓器移植WEB講演会, 

2/26 web開催

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

なし
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資料 宮城県臓器提供施設連携ネットワーク

現在行いうる最善の治療にかかわらず救命することができない患者さんの最期をどのよ

うに迎えるか – 患者さんとご家族にとってもっとも大切であり、ひとつの選択肢として脳

死下臓器提供がある。本人と家族、あるいは家族による臓器提供の意思が明確であるとき、

この意思を最大限に尊重することは医療者として努める必要がある。

臓器提供施設として必要な体制を整えることができない 5 類型施設、あるいは体制を整

えている 5 類型施設における不可避の状況において、このような患者を転院搬送して最大

限の意思尊重をはかるための施設連携体制が本ネットワークである。

対象となる患者：下記のいずれも満たすもの

 中枢神経抑制薬、筋弛緩薬その他の薬物が影響することなく臨床的に脳死（法に規定す

る脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされうる状態）であると判断され、かつ、現在

行いうる全ての適切な医療をもってしても回復の可能性がないと判断されること

法に規定する脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされうる状態

自発的呼吸の消失を含む脳死判定の前提条件に該当することを認めた上で、

① 深昏睡

② 瞳孔の固定・瞳孔径左右とも４mm 以上

③ 脳幹反射（７項目）の消失

④ 平坦脳波

の４つの確認が必要であるが、各施設において治療方針の決定等のために行われる一般の脳死判定と同様

の取扱いで差し支えない（法的脳死判定マニュアル「脳波検査の実施例」等への準拠は必須ではない）。ま

た、脳死とされうる状態にあるとの判断を行う医師は１人で足り、通常は主治医が行うこととなる。

以下に示す、法に規定する脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされうる状態の前提条件と除外基準

の確認を要する。

- 器質的脳障害により深昏睡および自発呼吸を消失した状態と認められ、かつ、器質的脳障害の原疾患

が確実に診断されていて、原疾患に対して行い得るすべての適切な治療を行った場合であっても回復

の可能性がないと認められること

- 以下、a)〜f)は除外すること

a. 生後 12 週未満

b. 急性薬物中毒により、深昏睡、及び自発呼吸を消失した状態

c. 直腸温が 32℃未満（6 歳未満の者にあっては 35 ℃未満）

d. 代謝性障害、または内分泌性障害により、深昏睡、及び自発呼吸を消失した状態

e. 知的障害者等の臓器提供に関する有効な意思表示が困難となる障害を有する者

f. 被虐待児

 本人と家族、あるいは家族による臓器提供の意思が明確であること
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対象施設：下記のいずれかに該当するもの

 臓器提供施設として必要な体制を整えることができない 5 類型施設

 臓器提供施設として必要な体制を整えている 5 類型施設：脳死判定医の派遣支援を受

けることが不可能である、あるいは自施設での脳死判定・脳死下臓器提供が困難である

状況

搬送事前要件

 『現在行いうる全ての適切な医療をもってしても回復の可能性がないと判断されるこ

と』に関する搬送元病院と搬送先病院医療チームに共通認識があること：搬送先医療機

関チームの訪問あるいはウェブ会議等により確認する

 安全に搬送可能な呼吸・循環動態であること：搬送先医療機関チームの訪問あるいはウ

ェブ会議により確認する

 脳死臓器提供等について患者家族によるインフォームドコンセントがあること

搬送方法と安全管理

 消防・民間救急車、病院所有ドクターカーあるいは宮城県ドクターヘリを利用し（搬送

元および搬送先医療機関等により事前調整を行う）、集中治療室に準じた対応が可能な

医師が同乗する。搬送先医療機関による医師を含むチームが同乗することを基本とす

るが、状況に応じた調整を行う。

搬送に際しては、集中治療を要する重症患者の搬送に係る指針

https://www.jsicm.org/news/upload/220310JSICM_scyjkhks.pdf に準ずることが好まし

い。

1. 患者家族への説明に関して

患者の臓器を提供する意思表示が明確であり家族がそれを拒否しない場合、あるいは患

者の臓器を提供する意思が明確でないが患者家族が患者の臓器を提供する意思が明確であ

ることが前提となる。患者および患者家族と搬送元、搬送先の担当医師が面談したうえで明

確な意思表示を確認する。

 『現在行いうる全ての適切な医療をもってしても回復の可能性がないと判断されるこ

と』に関して、搬送元病院と搬送先病院スタッフによる共通した認識があり、患者家族

が理解していること

 搬送方法および搬送に伴う危険性について

 患者病態により搬送が中止となりうること

 転院先病院医師に主治医が変更となること
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 患者病態により転院搬送後臓器提供に至らない場合もあること、あるいは心停止下臓

器提供となる場合があること

 臓器提供に至らない場合、終末期に関する患者家族の意向を改めて確認し、延命のため

の治療継続を希望する際には搬送元病院への再転院も検討しうること（ただし、2 回の

法的脳死判定によって脳死とされた以降に臓器提供に至らなかったものは除く）

― 患者病態により転院搬送後臓器提供に至らず、一定期間の生命維持が見込まれ、か

つ延命のための治療継続を希望する際には、家族の意向（地理的要件などを配慮する）

と再度の転院搬送に伴うリクスを勘案し、適切に対応する。

添付する説明書式は、搬送先病院、搬送元病院ともに診療録に保存すること

2. 事後検証体制

宮城県移植医療推進会議参加委員および消防関連、外部委員により構成し、事後検証票を

利用する。
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手順

臓器提供に至らない場合における対応：

終末期に関する患者家族の意向を改めて確認し、延命のための治療継続を希望

する際には搬送元病院への再転院も検討する（ただし、2 回の法的脳死判定によっ

て脳死とされた以降に臓器提供に至らなかったものは除く）

― 一定期間の生命維持が見込まれ、かつ延命のための治療継続を希望する際には、

家族の意向（地理的要件などを配慮する）と再度の転院搬送に伴うリクスを勘案し、

適切に対応する。

搬送元施設

対象患者の要件確認

宮城県臓器提供施設連携ネットワーク

コーディネーター

宮城県臓器移植コーディネーターへの連絡

（患者家族の同意を前提とする）

搬送先施設への連絡

搬送先施設（東北大学病院）

対象患者の搬送要件確認

（搬送元および搬送先医療施設医師）

患者家族インフォームドコンセント

（搬送元医療施設医師; 必要に応じてコーディネーターおよび搬送先医師同席）

搬送方法・日程決定と調整

搬送元医療機関からの搬送依頼

宮城県臓器提供施設連携ネットワーク：事後検証

81



宮城県臓器提供施設連携ネットワーク 搬送に関する説明・同意書

宮城県臓器提供施設連携ネットワーク

○○ ○○ 殿

私は、宮城県臓器提供施設連携ネットワークによる今回の搬送に関して、担当医師から以

下について説明を受けました。

 患者の病状、および『現在行いうる全ての適切な医療をもってしても回復の可能性がな

い』と判断される状態であり、治療を目的としての搬送ではないこと

 搬送方法ならびに搬送に伴う病状の悪化や急変の可能性があること

 病状により搬送が中止となる可能性があること

 転院先病院医師に主治医が変更となること

 患者病態により転院搬送後臓器提供に至らない場合もあること、あるいは心停止下臓

器提供となる場合があること

 臓器提供に至らず、延命のための治療継続を希望する際には、搬送元病院への再転院も

検討しうること（ただし、2 回の法的脳死判定によって脳死とされた以降に臓器提供に

至らなかったものは除く）

十分納得しましたので、本搬送に同意します。なお、同意書の写しを受け取りました。

（承諾者の本人との関係 ） （承諾者の本人との関係 ）

同意年月日 西暦 年 月 日 同意年月日 西暦 年 月 日

住 所 住 所

氏 名 （㊞） 氏 名 （㊞）

別紙同意説明文書について、私が説明しました。

担当者 1 ○○ 病院 記入年月日 西暦 年 月 日

氏名 (㊞) 

連絡先

担当者 2 ○○ 病院 記入年月日 西暦 年 月 日

氏名 (㊞) 

連絡先
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転院搬送前患者情報

施設および診療科名

担当医名：

患者氏名： 性別： 年齢：

疾患名：

診療経過概要

臓器提供意思表示： □あり/ □なし
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搬送前チェックリスト

□ 患者要件に該当する

□ 宮城県臓器提供施設連携ネットワークによる搬送に関する同意がある

□ 搬送先医療機関への連絡をしている

□ 搬送手段と同乗スタッフが決定している

鎮痛･鎮静薬使用

フェンタニル μg/kg/時

モルヒネ μg/kg/時

ミダゾラム ｍg/kg/時

プロポフォール ｍg/kg/時

デクスメデトミジン μg/kg/時

その他：

搬送中におけるその他の使用薬剤:

意識レベルとバイタルサイン

GCS E V M

JCS

瞳孔径と対光反射 右 mm (+/-); 左 mm (+/-)

心拍数 /分

血圧 / mmHg

体温 測定部位（ ）： ℃

循環作動薬薬使用

バソプレシン 単位/分

ドパミン μg/kg/分

ノルアドレナリン μg/kg/分

アドレナリン μg/kg/分

その他：

人工呼吸器設定と呼吸状態

換気モード 量調節・圧調節・その他

FiO2

PEEP cmH2O

1 回換気量 ｍL

プラトー圧 cmH2O

PH: ; PaCO2 mmHg; PaO2 mmHg; HCO3
- mEq/L
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（搬送元）施設および診療科名

担当医名：

記載日時： 年 月 日 :
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事後評価事項：搬送前チェックリスト ＋ 搬送中状態および搬送後転帰

搬送概要

 搬送手段： 消防救急車 ; ドクターヘリ ; その他（ ）

 同乗者医療機関と医師名：

 病院出発日時： 年 月 日 時 分

 病院到着日時： 年 月 日 時 分

 搬送時間（病院出発〜病院到着）： 分

搬送中呼吸管理方法： 人工呼吸器 ； 用手換気

搬送中における容態変化、問題点等

（搬送元）施設および診療科名

担当医名：

記載日時： 年 月 日 :
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搬送後経過と転帰

法に規定する脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされうる状態の判定

□ 施行

□ 非施行：理由 （ ）

法的脳死判定

□ 施行

□ 非施行：理由 （ ）

脳死下臓器提供

□ 施行

□ 非施行：理由 （ ）

搬送後における経過および問題点等

（搬送先）施設および診療科名

担当医名：

記載日時： 年 月 日 :
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